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地域密着型通所介護重要事項説明書 

〔令和 ８年  月  日現在〕 

 
あなた（またはあなたの家族）が利用しようと考えている地域密着型通称介護について、契約を締結する

前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。わからないこと、わかりにくいこと があれば、遠

慮なく質問をしてください。 

この「重要事項説明書」は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 につ

いて、厚生労働省の規定に基づき、地域密着型通所介護提供契約締結に際して、事業者が 予め

説明しなければならない内容を記したものです。 

 

１ 事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社メルフィス 

代 表 者 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 藤田忠昭 

本社所在地・電話番号 
埼玉県狭山市富士見二丁目18番35号  

電話：04-2950-3012  

法 人 設 立 年 月 平成１９年５月 

 

２ サービスを提供する事業所の概要 

（１）事業所の名称等 

名 称 雅乃湯あから 

事 業 所 番 号 
地域密着通所介護 

（指定事業所番号１１７２７０１821号） 

所 在 地 〒350-1306 埼玉県狭山市下奥富６４４ 

電 話 番 号 04-2937-5580 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 04-2937-5581 

通常の事業の実施地域 狭山市 

 

（２）事業所の窓口の営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日～土曜日（祝日含む）但し、年末年始の12/29～1/3は休業日 

営 業 時 間 午前9：0０  ～  午後6：0０ 

サービス提供時間 １部 9：00～12：40 ２部 13：40～17：00 

 

（３）事業の目的および運営方針 

事業の目的 

要介護状態になった場合においても、可能な限り居宅において日常生

活を営めるよう、社会的孤立感の解消及び心身機能の維持、もしくは悪

化防止に繋がるよう、適正な地域密着型通所介護を提供します。 
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運営方針 

利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたったサービ

スを心がけ、要介護状態の軽減、もしくは悪化防止又は介護予防に

資するようその目的を設定し計画的に地域密着型通所介護を提供い

たします。事業実施にあたっては、必要な人員及び運営に関する基準

に定める内容を遵守し、市町村ならびに他の介護サービス事業との

連携に努めます。 

 

（４）事業所の勤務体制 

事業所の管理者 岩崎 隆行 

 

職種 業務内容 人数 

管理者 

1. 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の

把握その他の管理を一元的に行います。 

2. 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を

行います 

１名以上 

生活相談員 

1 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏ま

えて目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載

した地域密着型通所介護計画を作成するとともに利用者等へ

の説明を行い、同意を得ます。 

2 自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又

は向上を目指し、生活指導及び入浴、食事等の介護に関する

相談及び援助などを行います。 

１名以上 

看護職員 

1. サービス提供の前後及び提供中の利用者の心身の状況等の

把握を行います。 

2. 利用者の静養のための必要な措置を行います。 

3. 利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主治医等の指

示を受けて、必要な看護を行います。 

4. 利用者の心身の状況等を踏まえて、口腔機能向上計画書を

作成し、説明を行い、同意を得ます。 

5. 口腔機能向上計画書に基づき、維持又は向上を目指し、訓練

を行います 

１名以上 

介護職員 
1. 地域密着型通所介護計画に基づいて、生活機能の維持又は

向上を目指し必要な日常生活上の世話及び介護を行います。 
２名以上 

機能訓練指導員 

1. 利用者の心身の状況等を踏まえて、個別機能訓練計画書を

作成し、説明を行い、同意を得ます。 

2. 機能訓練計画書に基づき、その利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、機能訓練

を行います 

１名以上 
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３ サービス内容 

(1)  提供するサービスの内容について 

送迎 介助が必要なご利用者様に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行います。 

レクリエーション 集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを行います。 

機能訓練 

ご利用者様の状態や能力、希望等に応じて機能訓練指導員が専門的知識に基づき、 

・食事、入浴、排せつ、更衣などの日常生活動作を通じた訓練 

・器械・器具等を使用した訓練 

入浴 入浴（全身浴・部分浴）の介助や洗髪などを行います。 

食事の提供 
食事の提供及び介助が必要なご利用者様に対して、介助を行います。また、嚥下困難

者のためのきざみ食等の提供を行います。 

その他 ご利用者様の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供します。 

 

(2) 運営推進会議について 

① 事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行うなど、地域との

交流に努めます。 

② 「運営推進会議」の構成員は、ご利用者様、ご家族様、地域住民の代表者、地域包括支援センター又は

市町村の職員、地域密着型通所介護について知見を有する者等とし、おおむね６ヶ月に１回以上会議を

開催します。 

③ 「運営推進会議」開催前に、会議の開催に関するご案内および出席依頼を行いますので、可能な限りご

出席いただきますようお願いします。 

 
（３）地域密着型通所介護従業者の禁止事項  

地域密着型通所介護事業者は、サービス提供に当たって、次の行為はおこないません。  

①  医療行為（ただし、事業所で対応可能な範囲で看護職員が行う診療の補助行為を除く。）  

②  利用者又は家族の金銭・預貯金通帳・証書・書類などの預かり  

③  利用者又は家族からの金銭・物品・飲食の授受  

④  身体拘束などその他利用者の行動を制限する行為 （利用者又は第三者等の生命や身体を保護する為、

緊急でやむを得ない場合は除く）  

⑤  その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動・政治活動・営利活動・その他の迷惑行為 

 

４ 利用料、その他の費用の額 

（１）地域密着型通所介護の利用料 

   利用した場合の基本利用料は以下のとおりです。利用者負担額は、原則として基本利用料に対して介護保

険負担割合証に記載の割合（１～３割）に応じた額です。ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサービス利

用は全額負担となります。 ※地域区分別１単位当たりの単価 10.27円（6級地） 

介護保険適用 単位 費用額(10割) 1割負担分 2割負担分 3割負担分 

要介護1 416単位 4,272円 427円 854円 1,282円 

要介護2 478単位 4,909円 490円 981円 1,473円 

要介護3 540単位 5,545円 554円 1,109円 1,664円 

要介護4 600単位 6,162円 616円 1,232円 1,849円 

要介護5 663単位 6,809円 680円 1,361円 2,043円 

入浴介助加算Ⅰ 40単位 410円 41円 82円 123円 

個別機能訓練加算Ⅰイ 56単位 575円 57円 115円 172円 
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個別機能訓練加算Ⅰロ 76単位 780円 78円 156円 234円 

個別機能訓練加算Ⅱ/ひと月 20単位 205円 20円 41円 61円 

口腔機能向上加算Ⅱ※2回/月 160単位 1,643円 164円 328円 492円 

サービス提供体制強化加算Ⅰ※利用毎 22単位 225円 23円 46円 69円 

科学的介護推進加算/ひと月 40単位 410円 41円 82円 123円 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 1月につき(当該月の介護報酬単位数について算定) ※令和６年６月から 9.2％ 

※ 介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

 

(２)自費をいただくもの（介護保険適用外） 

お茶請け ３００円（税別） 

タオル代 ５０円（税別） 

おむつ代 １００円（税別） 

パット代 ５０円（税別） 

行事に係る費用・教材費他 実費 

 

（３）交通費 

 通常の事業の実施地域を越える場合の交通費。１ｋｍにつき１０円。 

 

（４）キャンセル料 

お客様のご都合でサービスを中止する場合、下記のキャンセル料金を頂きます。キャンセルが必要になった場合

は至急ご連絡ください。 

（連絡先：雅乃湯あから   TEL（04-2937-5580） 

ご利用日の前営業日の17時30分までにご連絡いただいた場合 無料 

ご利用日の前営業日の17時30分までにご連絡がなかった場合 費用額の１０％（税別） 

 

５ 利用者負担額、その他の費用の請求及び支払方法 

（１）請求方法  

  ア 利用者負担額、その他の費用は利用月ごとの合計金額により請求します。 

  イ 請求書は、利用月の翌月２０日頃までに利用者宛てにお届けします。 

 

（２）支払い方法等 

  ア 請求月の２７日までに、下記のいずれかの方法でお支払いください。 

   ・利用者が指定する口座からの自動振替 

  イ お支払いを確認しましたら、領収証をお渡ししますので、必ず保管してください（医療費控除の還付請求の

際に必要となることがあります。）。 

 

６ 秘密の保持 

①利用者及びその家族

に関 する秘密の保持に

ついて 

事業者及び事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びそ

の家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 この秘密を保持する

義務は、契約が終了した後も継続します。 
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②個人情報の保護につ

いて 

事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議において、

利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文

書で同意を得ない限り、 サービス担当者会議で利用者の家族の個人情報を用いませ

ん。 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物について

は、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止す

るものとします。 

③個人情報の提供につ

いて 

利用者が円滑なサービスを受けることが出来るように、現在事業所が管理する利用者

及びその家族の個人情報について、利用者及びその家族の同意の上で、居宅介護支

援事業所・地域包括支援センターへ提供します。 

 

７ サービスの終了 

① お客様のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の1週間前までに文書でお申し出ください。 

② 当社の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービス提供を終了させていただく場合がございます。その場合は、

終了1ヶ月までに文書で通知いたします。 

③ 自動終了（以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービス終了します） 

・ お客様が介護保険施設に入所した場合 

・ 介護保険給付でサービスを受けていたお客様の要介護認定区分が、非該当〔自立〕または要支援と認定さ

れた場合  ※この場合、条件を変更して再度契約することができます。 

・ お客様の休みが継続して続いた場合又は一ヵ月以上の利用がない場合。 

・ 一ヵ月を超える長期の入院の場合又は退院の見込みがない場合。 

・ お客様が亡くなられた場合 

④ その他 

・ 当社が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お客様やご家族などに対して

社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場合、お客様は文書で解約を通知すること

によって即座に契約を解約することができます。  

・ お客様が、サービス利用料金の支払いを 3 ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず 10

日以内に支払わない場合、またはお客様やご家族の方などが、当社や当社のサービス従業者に対して本契

約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、当社により文書で通知することにより、即座にサービスを

終了させていただく場合がございます。 

・ 風邪、病気等の際はサービスの利用を見合わせて無理な利用はお断りする場合がございます 

・ 当日の健康チェックの結果体調が悪い場合、サービスを変更または、中止することがあります。 

・ ご利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。その場合ご家族に連絡の上、適切

に対応します。 

・ 他の利用者の健康に影響を与える可能性のある疾患（感染症）が明らかになった場合、速やかに事業所に

申告してください。治癒するまでサービスの利用はお断りさせていただきます。 
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７ 緊急時の対応方法 

  サービスの提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要があった場合は、速やかに主治の医師

への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、家族、介護支援専門員等へ連絡をいたします。 

主治の医師 

医療機関の名称  

氏 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

緊急連絡先 

（家族等） 

氏 名 
 

電 話 番 号 
 

 

８ 事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡すると

ともに、必要な措置を講じます。 

  また、サービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償いたします。 

  なお、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 損害保険ジャパン株式会社 

保険名 事業活動総合保険 

 

９ 心身の状況の把握  
指定地域密着型通所介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通

じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉 サービスの利用状況

等の把握に努めるものとします。 

 

１０ 居宅介護支援事業者等との連携  
① 指定地域密着型通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは 福祉サー

ビスの提供者と密接な連携に努めます。  

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「地域密着型通所介護計画」 の写しを、

利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。  

③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記 した書面ま

たはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

１１ サービス提供の記録  
① 指定地域密着型通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録はサービスを提供

した日から 5 年間保存します。  

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができ

ます。 

 

１２ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

(1) 虐待防止に関する責任者を選定しています。 



7 

 

虐待防止に関する責任者 管理者 岩崎 隆行 

(2) 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。   

(3) 虐待防止のための指針を整備する。  

(4) 虐待を防止するための研修を定期的に実施する。 

(5) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置する。 

 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市に通報するものとする。 

 

１３ 身体拘束について  

事業者は、原則としてご利用者様に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある

場合など、ご利用者様本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、ご利用

者様及びそのご家族様に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲

内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行い

ます。また事業者として、身体的拘束等をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

切迫性 
直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

非代替性 
身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

一時性 
利用者本人または他人の生命身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１４ ハラスメント対策について 

① 事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。  

② 利用者およびその家族が事業所の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セ

クシャルハラスメントなどの行為については、事実確認の上、改善を求め、 それでも解消されない場合は

契約を解除する場合があります。 

（１） 性的な話をする、必要もなく手を触る等のセクシャルハラスメント行為  

（２） 職員に嫌がらせをする、理不尽なサービスを要求する等の精神的暴力  

（３） 叩く、つねる、払いのける等の身体的暴力  

（４） 長時間の電話、職員や事業所に対して理不尽な苦情を申し立てる等の行為 

 

１５ 衛生管理等  

(１) 指定地域密着型通所介護で使用する食器・その他の設備又は飲用に関する水について、衛生 的な

管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。  

(２) 指定地域密着型通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措 置を

講じます。  

(３) 食中毒及び感染症の発生を予防するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指 導を

求めます。 
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１６ 非常災害対策  

(１) 当事業所は、非常災害時に備え、消火・通報・避難その他必要な訓練を年２回以上実施します。  

(２) 当事業所は、消防法に準拠して防災計画を別に定めます。  

(３) 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に職員に通知します。  

(４) 当事業所は、災害が発生した場合、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供されるように

業務継続計画を予め策定し、必要な研修や訓練を定期的に実施します。  

(５) 当事業所は、災害の発生時には計画に従って速やかに必要な措置を行います。 

 

１７ 業務継続計画の策定等について  

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供を継続 的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画） を策定し、当該業

務継続計画に従って必要な措置を講じます。  

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実 施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１８ サービス提供に関する相談、苦情 

＜ 苦情処理の体制、手順 ＞ 

(1) ご利用者様またはご家族様からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。 

(2) 苦情や相談があった場合、苦情相談担当者はしっかりとお話を聞き、場合によってはご自宅へ伺うなど、

状況の把握や事実確認に努めます。 

(3) 苦情相談担当者（応対者）は速やかに管理者に状況等の報告を行い、ご利用者様またはご家族様の立

場に立った適切な対処方法を検討します。 

(4) 検討内容については適宜連絡いたします。また、最終的な対処方法などは必ずご利用者様またはご家族

様へ報告します。 

(5) 苦情または相談内容については真摯に受け止め、個人情報の取り扱いに十分配慮した上で、再発防止

策や今後のサービス向上のための取り組みを従業者全員で検討します。 

 

（１）当事業所の相談・苦情窓口 

担 当 者 
【苦情受付担当者】生活相談員 菊地あかり 

【苦情解決責任者】管理者 岩崎隆行 

連 絡 先 電話番号：04-2937-5580 FAX:04-2937-5581 

受 付 時 間 事業所の営業時間と同じ 

 

（２）当事業所以外の相談・苦情窓口 

 当事業所以外に、市町村の相談・苦情窓口等でも受付けています。 

市

町

村 

担 当 部 署 狭山市 健康推進部 介護保険課 

所 在 地 埼玉県狭山市入間川1丁目23番5号 

連 絡 先 04-2953-1111 (代表) 

受 付 時 間 ９時００分 ～ １６時３０分 
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  また、苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

名 称 埼玉県 国民健康保険団体連合会 介護福祉課 苦情対応係 

所 在 地 埼玉県さいたま市中央区下落合1704 

連 絡 先 048-824-2568（苦情相談専用） 

受 付 時 間 月～金曜日 ８時３０分～正午、１３時００分～１７時００分 

 

１９ 福祉サービス第三者評価の実施状況 

実施の有無 有 ・ 無 

 

 

 

https://www.bing.com/local?lid=YN5286x17944989017835060824&id=YN5286x17944989017835060824&q=%e5%9f%bc%e7%8e%89%e7%9c%8c%e5%9b%bd%e6%b0%91%e5%81%a5%e5%ba%b7%e4%bf%9d%e9%99%ba%e5%9b%a3%e4%bd%93%e9%80%a3%e5%90%88%e4%bc%9a&name=%e5%9f%bc%e7%8e%89%e7%9c%8c%e5%9b%bd%e6%b0%91%e5%81%a5%e5%ba%b7%e4%bf%9d%e9%99%ba%e5%9b%a3%e4%bd%93%e9%80%a3%e5%90%88%e4%bc%9a&cp=35.88458251953125%7e139.63577270507812&ppois=35.88458251953125_139.63577270507812_%e5%9f%bc%e7%8e%89%e7%9c%8c%e5%9b%bd%e6%b0%91%e5%81%a5%e5%ba%b7%e4%bf%9d%e9%99%ba%e5%9b%a3%e4%bd%93%e9%80%a3%e5%90%88%e4%bc%9a&FORM=SNAPST
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説 明 日 令和  ８ 年    月    日 

 

指定地域密着型通所介護の利用にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて、重要な

事項を説明しました。 

【 事 業 者 】 

所 在 地 埼玉県狭山市富士見ニ丁目18番35号 

法 人 名 株式会社メルフィス 

代 表 者 名 代表取締役 藤田忠昭 

【 事 業 所 】 

所 在 地 埼玉県狭山市下奥富６４４ 

事 業 所 名 雅乃湯あから （ 指定番号 1172701821 ） 

管 理 者 名 岩崎 隆行                                  印 

説   明   者  

 

 私は、事業者から重要な事項の説明を受け、サービスの提供開始について同意しました。 

利用者 

住所  

氏名                                        印 

 

代理人 

住所  

氏名                                        印 

 


